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文部科学省平成２９年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）選定取組 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 

 

宮崎大学取組名称：「教育用電子カルテ活用による人材養成事業」 

2017年度 中間報告書 

（事業期間：2017年～2021年度） 

 

 

１．事業の概要 

 宮崎大学は 2011年より電子カルテの個人情報を匿名化した教育用電子カルテを開発した。

これをケーススタディ教材とし修士課程高度医療関連技師・サービスイノベーション人材養成

コースを開設した。本コースには附属病院で実施中の経営改善業務（HOMAS2 等の量的分

析とケーススタディによる質的分析の併用）と同様の演習を含んでいる。 

 本事業は、本コースを基に、医師、歯科医師、看護師等の医療専門職と経営担当の事務系

職員を対象とし、学校教育法第 105 条の履修証明書交付制度としての教育プログラム「経営

改善アカデミー」を開発する。当院は教育用電子カルテを用いたケーススタディ教材作成と運

用の技術・知識を持ち、病院毎での教材作成と運用ガイドラインの開発を初年度より実施する。

次年度からは、開発したプログラムを毎年 10 病院に実施する。本事業は単なる人材養成では

なく、全国国立大学病院の経営改善の実践指導も含まれる。 

 

 国立大学病院を含めた多くの医療機関の経営環境は深刻な状況に置かれており、財務基

盤の安定化は喫緊の課題である。このような中、早急に、病院経営を主導できる有為な人材

育成を行う必要がある。本事業は、このような重大な課題に対して、有効かつ具体的な解決策

を提供すること目的としている。さらに、本事業は単なる人材育成ではなく、全国立大学病院

の経営改善の実践指導も含まれる。本事業で実施する具体的な取組は、下記の 2 つである。

それぞれに以下のような効果が期待できる。 
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（１）経営改善アカデミー 

 過去に開発した医療サービス・イノベーション論に加え、新規に医療サービス経営論およ

び同演習を開発し、履修証明制度により全国立大学病院の医師、看護師等の医療専門職

と経営担当の事務系職員を対象に、経営分析・経営改善の手法を教育する。手法には、

HOMAS2等の量的分析と教育用電子カルテのケーススタディによる質的分析が含まれる。 

 ＜期待される効果＞ 

 ①病院経営を主導できる有為な人材の育成を行うことができる。 

 ②具体的な経営改善策を立案することにより、各国立大学病院の経営が改善する。 

（２）経営改善セミナー 

 年に 2 回、経営改善の実践指導のためのセミナーを開催する。セミナーはテレビ会議に

より全国立大学病院に発信する。本セミナーは単なる手法の紹介等ではなく、優れた経営

改善活動を行っている病院のノウハウをセミナーで発表することにより、各病院の弱点の克

服を図る。 

 ＜期待される効果＞ 

 ①これまで経営に関する情報の交流がなかった国立大学病院において、経営に関する

知識循環の場を提供する。 

 ②具体的な経営改善ノウハウを広めることにより、各国立大学病院の経営が改善する。 

 

次に本事業の個別取組を示す。 

 

【個別取組１】科目開発 

以下 3科目を開発し、履修証明書交付制度を創設する。 

・医療サービスイノベーション論（2単位） 

・医療サービス経営論（2単位） 

・医療サービス経営論演習（1単位） 

上記科目開発のため、次の調査事業を行う。 

国立大学病院 42 施設における経営改善への取組状況を調査し、教育プログラムの教

材へ活用するための特徴的な取組について情報を収集する目的で、記入式アンケート

による調査を行う。その結果を踏まえ、特徴的な取組を実施している施設をピックアップし、

対面でのヒアリング形式による調査を実施する。 
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【個別取組２】教育用電子カルテの開発と普及 

宮崎大学では 2011 年より、電子カルテの個人情報を匿名化した教育用の電子カルテ

を開発し教材として利用しており、すべての国立大学病院で利用可能なケーススタディ教

材である教育用電子カルテを開発し普及させる。HOMAS2 の量的分析とケーススタディ

による質的分析の併用で、医師の行動変容を促す経営分析、経営改善提案を行う。 

【個別取組３】分析システムの開発 

 

 本事業では評価委員会を設置し、事業目的達成のため進捗状況や成果等を確認するととも

に、今後の事業展開の確認を適宜実施している。（別添１・2参照） 

 

２．2017年度実施の調査事業等 

今年度の本事業の取組は、科目開発のためのアンケート及びヒアリング調査を実施し、科

目「医療サービス経営論（2単位）」シラバスの作成を行った。 

 

（１）科目開発のため、アンケート調査及びヒアリング調査を実施 

①アンケート調査（記入式） 

対象・目的 

国立大学病院 42施設における経営改善への取組状況を調査し、教

育プログラムの教材へ活用するための特徴的な取組について情報を収

集した。 

調査期間 2018年 1月 16日アンケート送付、2018年 3月 12日締切 

回答施設 29施設（69.0%） 

調査項目 1. 「経営改善に必要な組織構築に関する調査」の集計 

1.1. 意思決定を行う会議について 

1.2. 経営判断やマネジメントを支える部門横断的な実働部隊の設

置について 

1.3. 決定事項の職員への周知方法、遵守促進策 

1.4. 取り組みに対する強制力レベルの例 

1.4.1. PET 検査等、高額検査の外来実施について 

1.4.2. 院外処方率の向上について 

1.4.3. 退院時サマリの 2 週間以内の作成について 

1.5. 患者満足度調査に関する取組み 
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1.5.1. 患者満足度調査の実施について 

1.5.2. 調査結果をもとにした改善実施例 

1.5.3. 患者満足度以外の取組みについて 

2. 「原価計算による収支分析の実施・活用状況に関する調査」の集計 

2.1. 収支分析の実施レベルについて 

2.2．収支分析を行うシステムやサービスの導入・利用状況について 

2.3．収支分析の結果の職員への周知と改善策の提示 

2.4．収支分析の結果を元にした経営改善の事例 

3. 「収入増・支出減に関する調査」の集計 

3.1．病院の収入増、支出減に関する計画策定について 

3.2．請求漏れ防止に関する取り組みについて 

3.3．薬剤ロス削減に関する取組みについて 

3.4．「増患対策」「収支改善」に関する実施状況と達成度 

3.4.1. 地域連携について 

3.4.2. 急患の受入れについて 

3.4.3. 診療圏分析による自院位置付け把握について 

3.4.4. 在院日数の短縮について 

3.4.5. 病床機能の見直しについて 

3.4.6. 未収対策について 

3.4.7. 医業外収益の確保について 

3.4.8.「増患対策」および「収益改善」に対する取組状況 

4. 「診療報酬改定対策に関する調査」の集計 

4.1. 改訂対策と前回改訂後の「退院時支援加算 1･2」への対応につ

いて 

4.2. 前回改訂を受け、DPC 機能評価の係数アップの取組みについ

て  

4.2.1. 保険診療指数について 

4.2.2. 効率性指数について 

4.2.3. 複雑性指数について 

4.2.4. カバー率指数について 

4.2.5. 救急医療指数について 
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4.2.6. 地域医療指数について 

4.2.7. 後発医薬品指数について 

4.2.8. 重症度指数について 

4.2.9. DPC 機能評価の係数アップの取組み 

  

アンケート調査において、施設の収入増および支出減に関する様々な取組や原価計算

による収支分析の実施やレポート等の活用状況、さらに患者満足度調査の実施状況に

ついても施設間にて差が存在することが分かった。また、経営層における重要な決定事

項を職員に周知する方法や実行するための部門横断的組織の設置有無、決定事項の

遵守促進策について、施設毎に特色ある取組がされていることが分かった。また、診療報

酬改訂に対する取組やＤＰＣ機能評価の係数アップの実施状況と満足度の調査につい

ても実施した。 
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②ヒアリング調査（対面式） 

対象・目的 
アンケート調査にて特徴的な取組のあった施設に訪問し、経営改善に

関する取り組み状況や実情についてヒアリング調査を実施した。 

調査日程 2018年 3月 26日、27日 

回答施設 2施設 

回答部署 副病院長、経営企画部、経営管理課、医療情報部 

ヒアリングの結果、施設内に経営の意思決定に係わる組織や会議が多く設置されてい

ることにより、意思決定までのプロセスが複雑化していることが想定された。組織や会議の

構成を見直すことにより兼務者の削減に繋がり、事務を中心とした職員の専門性向上が

図れるとともに、意思決定のスピード向上などの各種改善が図れることが推測された。ま

た、経営改善に関する決定事項の職員の遵守促進策について、職員教育の徹底が経営

改善に繋がるとの結果が出ている点が興味深い。特に、教育担当の専任者を採用し職員

向けのテストを都度実施するなどの特徴的な取組もあり、他施設でも適応可能と思われる。 

収支分析については、情報収集はしているが活用がなされていなかった。今後、ソフト

ウェアを活用した原価計算も含めた収支分析がなされる予定で、導入後、改善の結果を

調査する必要がある。また、予算に関しても精査不足が否めず、国立大学病院の財務構

造の特殊性を理解した人材不足も深刻な問題であることが分かった。 
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（２）科目「医療サービス経営論（2単位）」シラバスの作成 

  授業科目名：医療サービス経営論 

担当教員名：荒木 賢二 

  単位数：２単位 

配当年次：１年次 

  ■授業のねらい 

合理的、科学的な思考能力を有し、より高度で先進的な医療支援に携わることができ

る人材、また、該当医療支援領域における後進の教育・指導に当たることができる人材を

養成する。さらに、病院経営戦略の企画・立案能力を兼ね備えた医療人材養成を行う。 

  ■授業計画（全 15回） 

＜概要＞ 

病院の経営改善を実践するために必要な基礎的な知識として、組織構築、手法（フ

レームワーク）、原価計算と収支改善、地域連携と患者増、等について学ぶ。また、これ

らの知識を実践知とするためのグループワークを中心とした演習を行う。経営分析の演

習では、質的分析において匿名化された教育用電子カルテを教材として用いる。ビデ

オ・オン・ディマンドを取り入れて、社会人学生にも受講しやすい構成としている。 

＜授業内容＞ 

1 [ビデオ] 経営改善に必要な組織構築 

2 [ビデオ] 経営改善フレームワーク 

3 [ビデオ] 病院における収支構造と改善手法  

4 [ビデオ] 病院原価計算の理論と実践 

5 [ビデオ] 財務アウトライヤ－分析 

6 [ビデオ] 地域の患者動態分析と患者増対策 

7 [ビデオ] 医療制度改革への対応 

8 [ビデオ] 自院の経営分析と改善提案 

9 [演習] グループワーク 1 

10 [演習] グループワーク 2 

11 [演習] グループワーク 3 

12 [演習] ループワーク 4 

13 [演習] グループワーク 5 

14 [演習] 成果発表会 1 
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15 [演習] 成果発表会 2 

  ■到達目標 

病院の課題発見解決能力を高め、経営改善を実践する基礎的能力を習得すること。 

  ■教科書および参考図書 

受講者にビデオの案内とともに事前に提示する。 

  ■成績評価基準 

大学院医学獣医学総合研究科規程に準じる。 

  ■成績評価方法 

2 単位相当の本授業を履修し、研究発表及びレポートを提出した者に単位修得証明

書等を交付する。 

  

３．今後の事業内容について 

 本事業の目的である教育プログラム「経営改善アカデミー」及び「経営改善セミナー」をより効

果的かつ実践的なものとして開発するために、次年度は、宮崎大学において履修証明書交付

制度を創設し、より優れた科目開発のため今年度実施の調査結果を踏まえたアンケート調査

を改めて実施する。また、教育用電子カルテ普及のため、教育用電子カルテ等の適切な利用

のためのガイドラインを策定する。引き続き、本事業の一層の推進のため、本事業の活動状況

を評価委員会にて適宜点検し、必要に応じて検証を行いながら本事業を遂行する。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

＜本件担当＞  宮崎大学医学部附属病院 医療情報部 荒木 賢二 

           電話：0985-85-9057       FAX：0985-84-2549 
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 別添１  

 

文部科学省 平成 29年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）選定取組 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 

「教育用電子カルテ活用による人材養成事業」 

 

評価委員会名簿 

 

内部委員 

荒木 賢二 リーダー 宮崎大学 医療情報部 教授 

山﨑 友義 サブリーダー 宮崎大学 医療情報部 准教授 

小松  弘幸 
教育手法の開発・評価 宮崎大学 医療人育成支援センター 副セ

ンター長（教授） 

原  博文 HOMAS担当 宮崎大学 医学部事務部 医学部事務部長 

 

外部有識者 

竹下 晋司 宮崎市郡医師会病院 事務次長 

柚木 大介 有限責任監査法人トーマツ 

木村 哲二 株式会社 NTTデータ 

（評価委員：五十音順、平成 30年 2月現在） 
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 別添 2  

 

文部科学省 平成 29年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）選定取組 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 

「教育用電子カルテ活用による人材養成事業」 

 

会議記録 

 

日程 会議内容 

2017年 7月 31日 個別打合せ 

2017年 10月 23日 個別打合せ・開発ＷＧ 

2017年 11月 7日 個別打合せ 

2017年 11月 8日 開発ＷＧ 

2017年 11月 25日 事業推進本部会議 

2017年 12月 25日 個別打合せ 

2018年 1月 9日 開発ＷＧ 

2018年 1月 23日 開発ＷＧ 

2018年 2月 6日 開発ＷＧ 

2018年 2月 7日 個別打合せ 

2018年 2月 14日 個別打合せ 

 

 

以 上 


